
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析 （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円） ④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

 増減額のうち機会費用の増減額

＜参考＞　補助金・出資金等の27年度予算計上額  増減額のうち機会費用の増減額

補助金等： 1億円
出資金等： 650億円

４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

※各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

増　減 区　　　分 26年度区　　　分
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27年度財政投融資計画額 26年度末財政投融資残高見込み
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　出資と融資を一体的に行う手法その他高度な金融上の手法を用いた業務を営むことにより日本政策投資銀行の長期の事業資金に係る投
融資機能の根幹を維持し、もって長期の事業資金を必要とする者に対する資金供給の円滑化及び金融機能の高度化に寄与すること。
（参考）NTT-C、平成27年度における危機対応業務、特定事業促進業務、事業再構築等促進業務は政策コスト分析の対象外としている。

＋1,702

2.国への資金移転 △4,581 △5,018 △436
 (A') (A)を26年度分析と同じ前提
　　金利で再計算した政策コスト

△4,340 1,202
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1.国からの補助金等 1 1  (A) 政策コスト 【再掲】 △4,340 △2,638

3.国からの出資金等の機会費用分 240 2,379 ＋2,139

    1～3 小計 △4,340 △2,638 ＋1,702

    1～2 小計 △4,580 △5,017 △437
 (B) (A')のうち27年度以降に発生
　　する政策コスト

△4,104 1,202 ＋5,307

-

区　　　分 26年度 27年度 増　減  (A) 27年度政策コスト 【再掲】 △2,638                 

分析期間（年） 26 26 -

-

　27年度の政策コストは△2,638億円である。26年度と27年度の前提金の変
化による影響を捨象し、27年度以降に発生する政策コストを比較すると、実
質的な政策コストは5,307億円増加したと分析される。このような実質的なコス
ト増は、以下の要因によるものと考えられる。

・根拠法改正を踏まえ、政府による当行出資金回収時期を分析最終年度（52
年度（26年度分析では33年度と仮定））としたことによる機会費用の増加（＋
5,739億円）
・27年度新規融資分によるコスト減（△561億円）
・その他合計（貸倒償却の増等）（＋128億円）

    1～4 合計＝政策コスト (A)　 △4,340 △2,638 ＋1,702

4.欠損金の増減分 -

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

504 3,634 ＋3,130 　　② 貸倒 1,050                 

 (A) 政策コスト 【再掲】 △4,340 △2,638 ＋1,702 　　① 繰上償還 6                 

△0

国への資金移転 △4,581 △5,018 △436

① 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

△4,844 △6,271 △1,427

＋103

　　③ その他（利ざや等） △3,693                 

［試算の概要］
　① すべての投融資事業（除NTT-C、平成26年度における危機対応業務、特定事業促進業務、事業再構築等促進業務）を試算の対象
　　　としている。
　② 既存の資産残高（平成26年度末予定額）に加え、平成27年度投融資計画（2兆2,300億円）に基づき投融資を実行した場合について
　　  試算している。
　③ 分析期間は、既存の貸付金に加え、平成27年度投融資計画に基づく貸付金が全て回収されるまでの26年間となっている。
　④ 資本金及び準備金については、株式会社日本政策投資銀行法一部改正等により、政府保有株式の処分時期が明示されなくなった
　　　ことを踏まえ、分析最終年度に政府保有株式の全額を処分することと仮定している。
　⑤ 国庫納付の金額及び法定準備金の積立額については、税引前利益から法人税相当額を国に納付することと仮定している。
　　　また、配当金については、平成52年度までの間、税引後利益の25％を国に納付することと仮定している。
　⑥ 平成20年10月の民営化により企業会計基準での決算となったことを受け、従前の特殊法人会計での試算との連続性の可及的維持
　　　のため、引当金残高を資本の部へ戻入する等の調整を行っている。

出資金等の機会費用分 - - - 　貸倒償却額＋10％

変化させた前提条件とその変化幅 政策コスト（増減額）

剰余金等の増減に伴う
政策コスト

△264 △1,255 △990
＋5,065

　貸付及び調達金利＋１％ 2,787（＋5,425）

△2,532（＋106）

国からの補助金等 1 1



（単位：％）

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　
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0.02
28年度以降累計2.57％

28～52

28年度以降累計0.77％0.14
0.36

貸付金償却率 0.09 0.00 0.05 0.06
繰上償還率 2.00 1.52 2.53 0.36

　平成27年5月の株式会社日本政策投資銀行法一部改正等により、危機対応業務を実施するため当分の間は政府が発行済株式の3分の
1超を保有し、特定投資業務が完了するまでの間は政府が発行済株式の2分の1以上を保有しなければならないとされた。

事業者の利払い負担を軽減するため、本行を経由して事業者に支払われる利子補給金の原資として、エネルギー対策特別会計等から補
給金を受け入れている。

＜法人税＞
　26年度は実績見込ベース、27年度以降は税引前当期利益から法定実効税率分を法人税等として支払うことを想定している。

＜配当＞
　26年度は実績見込ベース、27年度は計画ベース。28年度以降は、完全民営化に伴う政府出資金等の国庫返納を想定する52年度までの
間、税引後利益の25％相当額を毎期国庫に納付するものと想定している。

①投融資額実績（ディスクロージャー誌より）：
    　　　　　　　　　　　　融資額 　　　　　　 投資額
　・平成22年3月期　3兆6,820億円　　 1,111億円
　・平成23年3月期　2兆0,344億円　　　 822億円
　・平成24年3月期　2兆8,490億円　　　 780億円
　・平成25年3月期　2兆5,245億円　　 1,278億円
　・平成26年3月期　2兆8,051億円　　 1,382億円

②平成20年10月まで（旧日本政策投資銀行）は、以下の点に重点をおいて長期・固定の融資等を実施。
　・ 地域再生支援   中心市街地活性化等地域の街づくりの推進、地域の社会資本整備の促進、産業立地の促進、地域における雇用
　　の創出につながる事業の推進等
　・ 環境対策・生活基盤　 循環型社会形成推進、環境配慮型企業活動支援、 防災対策、人にやさしい建築物整備等の福祉・高齢
　　化対策、交通・物流・情報通信ネットワークの整備等
　・ 技術・経済活力創造　  規制緩和分野の投資促進、企業の事業再構築・事業再生支援、輸入・対内投資促進、新技術開発、
　　ベンチャー・産学連携支援等

　・ 平成20年10月以降は、以下の点に重点をおき業務を遂行。完全民営化の実現に向けて、日本政策投資銀行が培ってきた顧客基
　　盤を維持・深耕し、得意とする分野を重点的に取り組み、収益力とともに企業価値の向上を図るとともに、危機対応業務等にかかる
　　指定金融機関として、これまで政策金融機関として培ってきた経営資源等を有効活用し、業務を適切に遂行する。
　・ これまで政策金融機関として培ってきた中立性、信頼性、公平性等を活かし、事業活動や地域経済において高度化・多様化する
　　金融サービスへのニーズに幅広く応えられる民間金融機関となることを念頭に、現在までに培われた審査や産業調査のノウハウを
　　活用し、創造的金融活動による課題解決で顧客の信頼を築き、豊かな未来を、ともに実現していくことを目指す。

［将来の事業見通しの考え方］
　① 繰上償還率は、過去の実績（金利の乖離幅に応じた繰上償還率）を用いて推計している。
　　 また繰上償還補償金収入は、業況が極度に悪化している先を除いて全額徴求する前提で試算している。

　② 貸付金償却は、資産査定による分類をベースに、正常債権については本行の過去のデフォルトデータを用いて計算し、要管理先
　　以下の債権については担保等も含め個別に回収可能性を判断している。
　　　銀行法に基づく平成26年3月末のリスク管理債権残高は1,357億円である。また、貸倒引当金は平成26年3月末時点で1,117億円
　　　（企業会計基準）である。
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（実績） （見込み） （計画） （試算前提）

年　　度 22 23 24 25
0.59



（注1）各年度の政策コストは、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。

（注2）平成20年10月に株式会社化している。

（参考）構成要素別政策コストの推移
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（単位：億円） ＜（株）日本政策投資銀行＞

（ポイント）

・平成19年の株式会社日本政策投資銀行法改正により、政府保有株式の処分時期を従前の「事業完了時点」から「完全民営化予定時点」に変更

したため、平成19年度において出資金の機会費用が大幅に減少している。

・平成27年の同法改正を踏まえ、政府保有株式の処分時期を「完全民営化予定時点」から「事業完了時点」に再び変更したため、平成27年度に

おいて出資金の機会費用が増加している。なお、金利低下により割引率の影響が小さいため、平成19年度ほど機会費用の変化は大きくない。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表 (単位：百万円)
科目 25年度末実績 26年度末見込 27年度末計画 科目 25年度末実績 26年度末見込 27年度末計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）
現金及び預金 240,522 335,230 293,231 債券 3,085,674 3,167,757 3,218,934
有価証券 1,592,461 1,692,461 1,922,461 借用金 9,150,398 9,687,202 10,098,901
貸出金 13,963,046 14,715,351 15,321,905 社債 1,144,246 1,362,778 1,535,221
その他の資産 451,933 371,506 334,208 その他の負債 257,562 257,534 257,534

（負債合計） 13,637,880 14,475,271 15,110,590

資本金 1,206,953 1,206,953 1,206,953
資本剰余金 1,060,466 1,060,466 995,466
利益剰余金 275,716 304,938 360,976
評価・換算差額等 66,947 66,920 66,920

（純資産合計） 2,610,082 2,639,278 2,761,215
資産合計 16,247,962 17,114,548 17,871,805 負債・純資産合計 16,247,962 17,114,548 17,871,805

（注）1.貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。
　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書 (単位：百万円)
科目 25年度実績 26年度見込 27年度計画

業務粗利益 139,884     147,000     148,000     
経費 40,323      43,000      41,500      
一般貸倒引当金繰入額 -           -           -           
業務純益 99,561      104,000     106,500     
臨時損益 55,180      5,000       -           
経常利益又は計上損失（△） 154,741     109,000     106,500     
当期純利益又は当期純損失（△） 123,240     60,000      70,000      
（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。


